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多様な価値・規範が関係し，また影響が広範囲にわたる社会技術の評価は，同様の性質を持つ政策の評

価手法と同じく，複数の手法によって多元的に行う必要がある．本研究では，経験的・規範的手法を共に

利用し，さらに政策が解決しようとする問題の存在する特定環境（コンテクスト）と社会システム全体の

2 つの観点から多元的に政策を評価する Fischer の方法論を社会技術の多元的評価フレームワークとして提

案する．医療における社会技術である診療ナビゲーションシステムを例にとって評価を試行し，医療安全・

安心というコンテクストレベルではよい評価を得るが，社会全体レベルでは望ましい社会秩序の構築には

至らない可能性を考慮できるという有用性を確認した． 
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1. 研究の背景・目的 
 
1.1. 社会技術の多元的評価 
社会技術の「多元的評価」とは，「多様な論点に対する，

多様な主体の評価を明示化し，評価の対立やその根拠と

なる判断基準・価値基準を把握し，それを設計や実装に

活かす」ものであると定義されている1)．近年，人々の価

値基準の多様化が指摘されるようになり，またそれによ

る対立がたびたび顕在化するようになった．社会技術が

解決しようとする社会問題においてその傾向は顕著であ

る． 
たとえば医療安全問題では個々の患者が持つ価値基準

が多様化し，画一的な診療では患者の満足を得られなく

なってきている．ある患者は時間をかけても医師から十

分な説明を受けたいと思うであろうし，別の患者はでき

る限り迅速に必要最低限の診療を受けることを希望する

かもしれない．「望ましい」診療は，患者それぞれの価値

基準に基づいて様々に定義されうるのである．また政策

レベルにおいては，解決すべき政策課題が多様化し，政

策目標間にトレード・オフが存在することも多い．医療

費削減・効率性といった目的と，安全・安心という目的，

あるいは医師の専門的自立性の保持という目的をすべて

満足する政策を立案することは非常に難しいであろう． 
このように多様な価値が関係する社会問題を解決しよ

うとする社会技術を単一の基準で評価することは適当と

はいえない．しかし，多様な価値基準をふまえて明確な

評価を行うことは現実には簡単ではない．なぜなら，存

在するすべての価値を考慮し，あらゆる観点から評価を

行うことは現実的ではなく，逆に一部の価値のみを優先

してしまっては評価の多元性が失われてしまうためであ

る．そこで，過去の社会技術研究においてはステークホ

ルダーがそれぞれどのように社会技術を評価しているか，

どういったステークホルダーが類似した評価を行ってい

るかなどを明示化することによって，それぞれの価値基

準および対立する価値を抽出する方法論が提案された2)．

すなわち，社会技術に対する明確な評価を与えるのでは

なく，存在する価値基準とその対立構造を明示化するこ

とによって，できる限り対立の少ない実装方法の検討に

役立てるということである． 
しかしながら，社会技術の多元的評価手法を確立する

には以下のような点についてさらなる議論が必要である
i)．第一に，社会技術は問題が発生している特定環境だけ

ではなく，社会全体に波及効果を及ぼす可能性があるた

め，異なる視点から多層的に評価することが望ましい．

第二に，社会問題の解決にも時間的・資源的制約がある

ため，社会技術の評価においては質的な評価だけでなく

量的評価をも行い，かけたコストに見合うだけの効果を

得ていることを確認する必要がある．第三に，社会技術

の設計プロセスを考慮すれば，その評価手法は現実に繰

り返し実行可能なものでなければならない．本研究では

過去の研究で示された評価手法の構築方針に従いつつも，

これらのポイントをも考慮して新たな評価のフレームワ
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ークを提案する．具体的には，医療安全を目的とした社

会技術である診療ナビゲーションシステム3)を例にとり，

政策科学の分野で考案されている多元的政策評価のフレ

ームワークを利用して，価値・規範を反映した多元的・

多層的評価が可能であるかを検討した．また，他の社会

技術への適用可能性や考えられる結果・問題点について

も考察した． 
 
1.2. 診療ナビゲーションシステム 
日本の医療は，主に医療の質に関わる問題と医療財政

問題の二つの問題を抱えており，安心・納得できる診療

と医療資源の効率的配分との実現が強く望まれている．

しかしながら，今後も高齢化，生活習慣病増加の傾向は

より強まり，国民医療費はますます逼迫すると考えられ

ている．また，医師の説明責任や診療方針決定への参加，

患者個別の状態・条件に合わせた医療を求める国民の声

も高まりつつある．このような現状を鑑み，医療におけ

る諸問題を解決する社会技術として提案されているのが

診療ナビゲーションシステムである．本システムは，東

京大学医学部付属病院の永井教授を中心とした社会技術

研究システムミッション・プログラム I 医療安全研究グ

ループで開発されている． 

診療ナビゲーションシステムの目的は，効率的かつ安

全であるだけでなく，人々が安心・納得して受診できる

医療の実現である．そのために，診療情報の共有化，全

国共通の診療ガイドラインの提示，診療の科学的根拠の

明示，さらにはゲノム情報や患者個別の生活習慣等の条

件に基づいた全く新しい科学的根拠の発見・提示などを

目指している． 
診療ナビゲーションシステムは大きく分けて2つの要

素から構成されている（Fig. 1）．すなわち，①臨床情報

を収集・蓄積する医療機関間ネットワーク，情報入力ソ

フトウェアと症例データベース（臨床情報データベース

と検査情報データベースなどから成る），②症例データを

解析して，診療の科学的根拠となる知見をデータ・マイ

ニングし蓄積するデータ解析ソフトウェアと診断支援知

識データベース（ゲノム情報データベースも含む）であ

る． 
①の医療機関間情報ネットワーク，情報入力ソフトウ

ェアと症例データベースは，電子カルテシステムと同様

の機能を持っている．重要な点は，患者の年齢・性別か

ら病歴・体質・生活習慣・ゲノム情報に至るまでの基本

的情報に加え，診療のフェーズごとに診療情報，経過が

記録されていくことである．②の解析ソフトウェアは，

①で収集された臨床情報やゲノム情報を因子分析などで

統計的に解析し，有意な知見を抽出するデータ・マイニ

ングに利用される．得られた知見は診療の科学的根拠と

して診断支援知識データベースに蓄積されていき，ネッ 

 

臨床･診療情報の蓄積 

症例データベース（臨床・診療情報） 

診断支援知識データベース 

診療所 病院 
機能連携 

診療情報共有化 

診療の科学的根拠明示 

症例データの解析 

知の体系化 

Fig. 1 診療ナビゲーションシステム 概念図 

 
 
トワークを通じて医療の現場に配信される． 
 このシステムの重要性は，データ・マイニングの即時

化・簡易化・効率化と，得られる科学的根拠の先進性に

ある．これまで医薬品の臨床治験などの大規模な臨床デ

ータ収集には，複雑な手続きを踏み，非常に大きなコス

トを払う必要があった．しかしながら，本システムを利

用することで，臨床データの収集はほぼ即時的に可能と

なるばかりでなく，モニタリングや追跡調査なども容易

となるので，かなりのコストが削減できると考えられる． 
 また，本システムのデータ解析では，因子分析の因子

として，患者の体質や生活習慣からゲノム情報までさま

ざまなデータを採用することができる．その結果，患者

個人の特質に応じた，より細かな科学的根拠を抽出可能

となるのである．こうした科学的根拠はテーラーメイド

医療をはじめとしたポストゲノム医療に大きく貢献する

データとなる． 
 得られた科学的根拠は医療機関に配信され，医師はそ

れに基づいた診療を行い，また患者に対して選択可能な

診療とそれぞれの科学的根拠・効果・費用などについて

説明を行うこととなる．つまりいわゆるインフォーム

ド・コンセントを行うことによって，患者が安心・納得

して診療を受けることができるようにするのである．以

上のプロセスで，診療ナビゲーションシステムは科学的

な根拠に基づいた安全な医療を実現するだけでなく，情

報提供と医師による説明を通じたインフォームド・コン

セントによって患者の安心を促進し，納得できる選択を

支援することを目指している．さらに，患者情報やデー

タ・マイニングで得られた知見がネットワークで共有さ

れることは，大病院と診療所，あるいは都市部と地方と

の機能連携を促進することにもつながると考えられてい

る． 
 ただ，診療ナビゲーションシステムは導入すれば必ず
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利用者全員に利益をもたらす単純な技術ではない． 
EBMやインフォームド・コンセント，機能連携のような

別の理念・技術・制度・政策等と密接に関係しており，

また様々な医療政策やその他の分野における政策の影響

も受けることになる．たとえばインフォームド・コンセ

ントのみにおいても，医師の説明責任や患者の選択の自

由に関わる価値の対立があり，診療ナビゲーションシス

テムが望ましい結果を生み出すか否か，あるいは生じた

結果が望ましいか否かの判断に影響を与える．このよう

に患者や医師個人の価値から国の政策に至るまで，異な

る次元で多様な要素が複雑に関係する診療ナビゲーショ

ンシステムは一元的に評価できるものではない．問題の

存在する特有のコンテクストレベルと社会全体のレベル

といった異なる視野から，また複数の価値・基準・手法

を用いて多元的に評価を行うべきものである． 
 
1.3. 政策評価の方法論 
政策科学においては合理的かつ価値中立的ないわゆる

実証主義に基づく政策分析の方法論が発展してきていた

が，社会や組織における価値・規範の重要性が認識され

るにつれ，人々の主観的価値判断を考慮した規範的政策

分析・評価の方法論が急激に発達した．本研究でこれら

規範的政策分析の方法論を利用して社会技術の評価フレ

ームワークを構築する上で，まずは規範的アプローチの

基本的理論および認識について理解しておく必要がある． 
長く支配的であった実証主義的・経験的政策分析は，

価値中立性・普遍的妥当性・事実価値二元論など，伝統

的な「科学」における原理を政策分析に適用したもので

ある．実証主義は，文脈や観測者に依らない，客観的・

合理的な「事実」を追究することを目的としているが，

こうした客観性・価値中立性が近年強く否定されるよう

になっている4)． 
実証主義に対する批判は主に次の三点である．第一に，

人間行動は観察可能な外的・客観的要因によってのみな

らず，観察の難しい主観的な要因，すなわち個人的な価

値によっても影響を受けている．たとえば，客観的であ

るとされる科学者であっても，研究目的・手法の選定や

結果の評価・解釈において自身の価値やイデオロギーが

介在することは避けられない5)．また，インフラ整備にお

ける住民移転問題などで見られる一見非合理的な住民の

判断も，科学的に発見・観察することが困難な内的・主

観的要因（価値）によるものである．このように，実証

主義の価値中立性は現実には実現困難であるといえる． 
第二に，政策の形成・分析においては，様々な価値が

関係する政策目標の決定と優先順位付けが重要な問題に

なる．政策目標の比較と決定は単にそれぞれの費用と効

果を分析して行われるものではなく，多様な価値や社

会・環境的条件を考慮した政治的判断によって行われる

ものである．ところが，実証主義ではこの問題は分析者

とは無関係であり，所与の判断であると考えられている

（事実価値二元論）．そのため，実証主義は「意味」や「価

値」といった政治学の心臓部ともいえる要素を排除しよ

うとしているとの批判がある6)．  
最後に，実証主義は文脈に依らず，普遍的に妥当な法

則が存在するという前提を持っているが，これもまた批

判の対象となっている．たとえば，地動説は現在普遍的

に妥当な「真実」であると認識されているが，17世紀に

はカトリック教会によって天動説が「真実」だとされ，

地動説は社会的に認められなかった．現代においても，

仮に人々が数学や物理学，化学を信用しなくなったとす

れば，「普遍的に妥当な法則」の多くはその妥当性を失っ

てしまうことになる．このように，人々の判断には社会

的な背景（信仰・文化など）や分析者・観測者の価値・

規範が影響を及ぼしており，人間社会において「普遍的

妥当性」は存在しないといえる． 
実証主義に対するこうした批判に基づいて，解釈主義

的アプローチ（特に社会的構築主義）では，人々の価値

や社会的背景によって与えられる人間行動の「意味」を

追究するようになった．解釈主義的観点からすると，社

会的な「真実」はある価値に基づいた世界・現実の解釈

や認識によって形成される．すなわち，同じ理論や前提

を信じる人々がある事柄を「事実」であると意味づけす

ることによって，その共同体における「真実」が形成さ

れるのである．解釈主義的政策分析では，人々がそれぞ

れの価値や社会的背景に基づいてどのように政策の意味

を解釈しているかを明らかにしようとする．それゆえ，

初期の目標を達成できなかった政策でも，人々が満足し

ていれば「成功であった」と評価されうる（たとえば

Yanow7)）．このように，客観的・一元的であった実証主

義的政策分析とは異なり，主観的判断を取り込んだ柔軟

かつ多元的な分析が行われるようになった． 
さらに，解釈主義的アプローチから「知識」の形成方

法に焦点を当ててポスト経験主義が発展した．ポスト経

験主義における「知識」とは，異なる解釈をする人同士

が相互作用（議論・論争）を通じて同意するに至った「考

え」（あるいは「信念」）である．このように全く異なる

背景・信念を持つ人々の相互作用を重視する以上，ポス

ト経験主義では異質な観点・社会的背景・分析手法を包

含するため，多手法的観点に基づく研究フレームワーク

が必要とされる．確かに，多手法的アプローチはいわゆ

る「ノウハウ」として確立することは難しい．しかし，

政策分析は人々の論議（argumentation）を通じてなされ，

分析者は論議を仲介・解釈する立場に立つということが

ポスト経験主義的政策分析における要点である． 
本研究では，ポスト経験主義的観点からFischerが設計

した多手法的・多元的政策評価フレームワーク8), 9)を利 
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Table 1 Fischerの多元的政策評価の適用例（遺伝子組み換え食品）
10)

評価の段階 手段・技法 分析・評価例 

Technical  
Verification 

費用便益分析・定量的リスク分析･疫

学など 
効率性・効果 

検証：目標値・基準･仕様を満たしているか？ 
 目標としていた安全性基準を満たしているか？ 
 健康への悪影響はないか？ 
 十分な利益を生むか？（許容範囲内の減収か？） 
 生産量は拡大しているか？ 

Situational  
Validation 

インタビュー調査・フォーカスグル

ープインタビューなどの質的調査 
異なる価値の明確化，それらに基づ

いた分析 

認証・批准：政策目標は要求(問題)に正しく応じているか？ 
 安全であっても食べたくない、近隣で栽培してほしくないと

いった意見もありうる 
  →安全性・利益・生産拡大といった目標は問題解決につな

   がっているか？消費者の真のニーズとは？ 

Societal  
Vindication 

計量経済学 
その他社会経済的・疫学的指標の定

量的分析 
社会全体への(波及)効果の測定 

確認・弁証：政策が特定の社会ｼｽﾃﾑ構築に役立っているか？ 
 低所得者層･発展途上国への食糧供給状況･栄養状態は改善 
されているか？ 

 自然環境の改善は進んでいるか？ 
 想定外の影響が現れていないか？ 
  （→たとえば経済成長の減衰、自然環境の悪化） 

Social  
Choice 

フォーカスグループインタビューや

パブリックヒアリングなどを通じた

議論 
研究者・政治哲学者による思考・発

想 

選択：「望ましい」社会・価値は何か？ 
 遺伝子組み換え食品は「望ましい」社会の構築につながって

いるか？ 
 根本的な価値・「望ましい」社会像の対立がないか？ 
   →もしあれば、合意･譲歩･統一可能か？ 
 エコロジー的近代化、経済・産業･科学技術 
   ⇔ 環境主義 

 
 
用して，実際に診療ナビゲーションシステムの評価を試

みた．Fischerによる政策評価フレームワークは，それぞ

れ異なる手法を用いて異なる対象を評価する4つのフェ

ーズを通じて，多元的に政策評価を行うものである．ま

た究極的には，分析者はステークホルダー同士の論議を

主導し，相互理解と4つの評価フェーズでの合意を追求

する．ただし，本研究で評価対象とした診療ナビゲーシ

ョンシステムは未だ完全な実装には至っていないため，

類似技術・政策のケーススタディによって類推的に評価

を行った部分もある．システムの社会実験実施後，ある

いはシステムが社会に実装された後に，ステークホルダ

ーによる論議に基づいた分析・評価を行う必要があるだ

ろう． 
 
 
2. 多元的評価のフレームワークと評価例 
 
2.1. 概要 

Fischer による多元的政策評価の例を Table 1 に示す．

Fischerの多元的政策評価のフレームワーク（Fig. 2）は具

体的な文脈レベルの第一段階評価と社会全体レベルの第

二段階評価とで構成され，さらにこの2つの段階がそれ

ぞれ2つずつの評価フェーズに分けられる．第一フェー

ズはTechnical Verification（技術的検証）と呼ばれ，伝統

的な経験的政策分析における主たる関心事であった結果

や効率性を量的手法（たとえば費用便益分析）によって

評価する段階である．ここで十分に政策目標を達成でき

ていない（あるいはあまりにも不効率である）と判断さ

れた場合は，以降のフェーズでの評価に関わらず，政策

として不適であると判断される．なぜなら，予算や時間

には制限があり，政策はその制約の下で一定の効果を上

げる必要があるためである． 
第二フェーズはSituational Validation（状況的批准）と

呼ばれ，採択された政策目標が対象とする問題の状況に

適合するかどうか，なぜそうした政策目標が採択された

のか，といったことに焦点を当てる．すなわち，問題に

している状況において，どのような価値・規範システム

が存在し，政策目標がそれに適合しているかどうかを解 
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Data 1）Technical Verification 

Warrant 
Since 

2) Situational Validation 
Because of 

3) Societal Vindication 
Because of 

 4) Social Choice 
Because of 

So, (Qualifier,) 
Conclusion 

(I) コンテクストレベル 

（問題の存在するレベル）

(II) 社会レベル 

Fig. 2 Fischerによる多元的政策評価のフレームワーク 

 
 
釈しようとする段階である．このフェーズでは社会学や

人類学において発展してきた質的手法を用いて分析・評

価を行う． 
第三フェーズ以降は政策が実際に適用される具体的文

脈を離れ，その政策（目標）が社会全体に及ぼしうる影

響について分析する．まず第三フェーズとなる Societal 
Vindication（社会的正当化）では，特定の目標を目指し

た政策が特定の社会状況や状況変化につながっているか

どうかを(経験的に)分析する．ここで重要となるのは想

定外の影響が社会に現れている場合であり，このときは

問題となっている政策の基礎をなす前提（社会システム

や価値）を分析・吟味する必要がある． 
最後の第四フェーズSocial Choice（社会的選択）では，

対立する根源的価値を明らかにした上で，それらを止揚

する（あるいは置換する）価値が存在するかどうかを考

慮する．このフェーズでは「望ましい社会」を解釈しよ

うとし，その社会モデルこそが対立する価値をより高い

レベルで統合する高次の価値基準となる．このような規

範的・観念論的な分析を行うため，Social Choiceでは政

治哲学的な手法や哲学的論議が用いられる． 
これら4つの評価フェーズは相互に関連し，また評価

基準は首尾一貫していなければならない．つまり，Social 
Choiceにおける価値基準からTechnical Verificationにおけ

る経験的基準までのすべての基準が矛盾なく連関してい

る必要がある．また，最終的な政策評価は 4つの評価フ

ェーズすべての結果に基づいて行われる．以下では，診

療ナビゲーションシステムを対象に，この多元的評価の

フレームワークを適用して評価を試行した結果を示す． 
 
2.2. Technical Verification 
第一のTechnical Verificationでは診療ナビゲーションシ

ステムがどの程度その目的を達成し，またどれほど効率

的に達成したかを量的に評価する．ただ，診療ナビゲー

ションシステムにはこうした実装後のデータがまだ十分

でないため，本論文ではどういった経験的基準に基づい

て評価すべきかを提案し，また既存の医療情報システム

の実例を参考に効率性の推定を行うものとする． 
まず，診療ナビゲーションシステムの効率性について，

ほかの同種技術の適用例における分析を元に考察する．

島根県立中央病院において 1999 年から稼働中の統合情

報システム（清水他11)）は，通常の電子カルテシステム

に加えて，クリニカルパス・診療支援機能・統計情報処

理機能を搭載しており，診療ナビゲーションシステムに

非常に近いシステムであると考えられる．この島根県立

中央病院における例では，初期のシステム開発および

LAN敷設に要した費用が約 30 億円で，さらに稼働開始
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直後の5年間の保守運用費用が約19億円と，はじめの5
年間で総額49億円もの費用がかかったことになる．しか

しながら，清水らによると，減価償却前収益的収支の収

益と資金的収支におけるIT費用償還額との比較（採算性

を考える一つの指標）では，2年目は3.7億円の赤字であ

ったが，3 年目にほぼ均衡し，4 年目は 2.7 億円，5年目

は7億円の黒字となった．初期投資額は多大であったが，

統合情報システムは効率的に目的を達成しつつあると評

価してもよいであろう．また，次の5年間におけるシス

テム改善・保全・運用費用は約22億円が予定されており，

初期5年間の半分以下となる．このことから，今後はさ

らに採算性が改善されるものと考えられる． 
診療ナビゲーションシステムが東京大学病院に実装さ

れるとすれば，病床数約 1,200 と，例に挙げた島根県立

中央病院（病床数約 700）よりも大規模となるが，LAN
がすでに敷設されていることなどから，初期投資は前述

の例を大きく上回ることはないと推定される．組織や環

境など様々な違いから，ほかの病院での結果が同じく当

該病院に適用できるとは言い切れないが，診療ナビゲー

ションシステムが効率的に開発・実装される可能性は十

分にあるだろう． 
次に，診療ナビゲーションシステムがどの程度その目

的を達成したかを評価する量的指標をいくつか提案する．

診療ナビゲーションシステムは，患者の様々な条件に応

じた的確な診療支援情報を提供し，診療の安全性を高め，

患者とのコミュニケーションを通じて安心感を増すこと

を目的としている．そこで，これらの目的を反映する量

的指標としては，(1)新たに発見された診療支援情報の数，

(2)診療支援情報の科学的妥当性，(3)患者の治癒率の変化，

(4)ミス・事故件数，(5)1回の診療で説明されたエビデン

ス・診療情報数の平均，(6)1回の診療でインフォームド・

コンセントに費やされる平均時間などが考えられる．さ

らには「患者の満足度」を目的の達成度を測る指標とし

て採用することも考えられるが，定量的に測定すること

は非常に困難であるため，基準や測定方法を十分に吟

味・規定する必要があるだろう．診療ナビゲーションシ

ステムの実装後一定期間が経過して十分なデータが得ら

れるようになれば，こうした量的評価基準に基づいて評

価を行う必要がある． 
診療ナビゲーションシステムが効率的に，また十分に

設定目標を達成できていると評価されれば，評価は次の

Situational Validationへと移行する． 
 
2.3. Situational Validation 
第二のSituational Validationでは，診療ナビゲーション

システムの目的が問題の状況・文脈に適合しているかど

うかを規範的・質的に分析する．診療ナビゲーションシ

ステムが対象としている問題（医療安全・安心）に関わ

る重要な規範としてはEBM（Evidence-Based Medicine）
と専門的自立性（professional autonomy）が挙げられる．

前者は医療従事者・患者に共通し，後者は主に医師が持

つ規範である． 
EBMは，”The practice of evidence based medicine means 

integrating individual clinical expertise with the best available 
external clinical evidence from systematic research.” 12)といっ

た定義があるように，診療ナビゲーションシステムが目

指す「正当な科学的根拠に基づいた安全な診療」という

目的と矛盾なくつながるものである．また，診療ナビゲ

ーションシステムは決してマニュアル的に特定の診療を

医師に押しつけるものではなく，的確な科学的根拠や診

療情報を提供することで，医師が自らの専門知識や経験

に基づいて患者個別の状況を判断し，情報を選択・活用

して診療できるよう設計されている．それゆえ，医師の

専門的自立性は十分確保されているといえる． 
さらに，近年インフォームド・コンセント（あるいは

医師の説明責任）や患者による診療の選択への要求が高

まるにつれて，EBMの定義も個々の患者の臨床状況と価

値観への配慮を反映したものへと変化しつつある13), 14)．

診療ナビゲーションシステムの目的の一つである，患者

とのコミュニケーションを通じた安心感の醸成は，こう

した状況・規範にもよく適合したものであると思われる． 
以上の考察から，診療ナビゲーションシステムの目的

は医療安全・安心という問題の状況・文脈に適合してい

ると考えられる．今後はインタビュー調査やフォーカス

グループインタビューを通じて，ステークホルダーの持

つ価値・規範をさらに詳細に明らかにし，診療ナビゲー

ションシステムの目的がそれらと適合していることを確

認することになる．すなわち，各ステークホルダーがそ

れぞれの問題認識と要求（診療ナビゲーションシステム

の「あるべき姿」）に，診療ナビゲーションシステムが応

えていると感じているかどうかを質的調査によって明ら

かにすることが必要である． 
 
2.4. Societal Vindication 
第三のSocietal Vindicationでは，診療ナビゲーションシ

ステムの目的が何らかの社会的秩序や社会状況に関係し

ているかどうか（帰結するかどうか），もし関係する秩序

や状況があるとすれば，それが社会における問題となる

かどうかを分析する．このフェーズからから分析のステ

ージは特定のコンテクスト（あるべき医療，望ましい診

療ナビゲーションシステムの機能）から社会全体（ある

べき社会，望ましい社会秩序・制度）へと移行する． 
診療ナビゲーションシステムの主たる目的であるイン

フォームド・コンセントの促進と患者による診療選択の

自由拡大（患者の診療参加拡大）は言い換えれば，患者

が診療を選択するのに必要な情報を与えることによる患
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者の「選択の自由」と「機会の平等」の促進である．近

年「選択の自由」と「機会の平等」の促進を支持する傾

向は社会的に強まっていると思われ15), 16)，現行の国民皆

保険制度を批判し，混合診療の解禁などによって「選択

の自由」を助長すべきだとする議論も見られる17)．Societal 
Vindicationでは，診療ナビゲーションシステムの導入に

よる「選択の自由」・「機会の平等」の促進が，実際に望

ましい社会秩序形成につながるかどうかを分析しなけれ

ばならない．つまり，診療ナビゲーションシステムによ

って医師と患者には情報が与えられ，その情報に基づい

てインフォームド・コンセントを行い，患者が診療方針

を選択する機会が与えられる．その結果，患者が与えら

れた情報と機会を十分に活用し，自ら望む選択を積極的

に行うことで，国民全体の医療・健康・生活水準が向上

するのであれば，診療ナビゲーションシステムは望まし

い社会秩序の構築に貢献しているといえる．これはいわ

ゆる新自由主義的な社会の理想的な形での実現である．

逆に，国民の状態が向上しなかったり，特定の社会集団・

階層が明らかな不利益を被ったり，それ以前に与えられ

た情報や機会を活用できなかったりするならば，その原

因を分析し，診療ナビゲーションシステムを改良する必

要がある． 
また，診療ナビゲーションシステムは未だ分析に必要

な情報を十分に集められる段階には至っていない．しか

し，技術・政策等が適用対象分野を越えて社会全体に与

える影響は，根本的な効果・理念が同じであれば，どの

分野で適用された技術・政策であっても（程度の差はあ

れ）同様の社会的帰結を生じると考えられる．そこで本

研究では，他分野における類似の目的をもった政策の分

析から，診療ナビゲーションシステムが社会全体に及ぼ

す可能性のある影響について類推することとする． 
たとえば苅谷18), 19), 20)は日本の教育制度改革による社会

の変化を経験的に分析し，ゆとり教育の導入による選択

の自由の拡大が正しく新自由主義的社会秩序には結びつ

かなかったことを示している．ゆとり教育は，それまで

の学力偏重教育では十分に育成されなかった個々人に特

有の能力や対人・社会適応能力をのばすために，学習時

間を削減して均等に自由な時間を与えて，選択の自由を

促進した．これは，診療ナビゲーションシステムによっ

て情報を与え，患者による選択の自由を促進するという

状況と類似している．しかしながら，教育においては新

自由主義的社会秩序の実現はおろか，以前より大きな教

育格差と平均学力の大幅な低下を招く結果となってしま

った．その主な原因は，日本人が持つ「結果の平等」に

関する誤解と「機会を活用する能力」の潜在的な不平等

にあったと考えられている．ただ，「結果の平等」に関す

る議論は規範的なものであるため次節で考察し，本節で

は「機会を活用する能力」についての経験的分析につい

て議論する． 
苅谷の過去20年にわたる経験的分析によると，社会階

層や家庭状況に起因する「機会を活用する能力」の不平

等のために，正しくゆとり教育が運用される前提である

「機会均等」が達成されていない．たとえば，母親の学

歴によって子供の学習意欲に明確な格差が生じており，

学習意欲の低い子供は与えられた機会を活用することが

できない．すなわち，「同じスタートラインに立っている」

ことが選択の自由と平等な機会を与える前提であるべき

にも関わらず，これが実際には満たされていなかったと

いうことになる．こうして学力（結果）の格差は広がり，

平均学力も低下するという結果となり，新自由主義的社

会の実現にはつながらなかった． 
この教育における例から類推すると，診療ナビゲーシ

ョンシステムによる機会の平等と選択の自由の拡大が，

望ましい社会秩序に帰結する可能性は大いに疑問である．

たとえば，教育における学習意欲の格差と同様に，社会

階層や家庭状況の格差によって医療における回復意欲に

差が生じたり，患者の教育格差によって与えられた情報

の理解や理解意欲に格差が生じたりすることが考えられ

る．生死に関わるような病気はのぞくとしても，慢性的

な疾患や軽い疾病を治癒しようとする意欲や，それらに

対する知識・情報を得て理解しようとする意欲・学力に

格差が生じていれば，結果として国民の健康格差の拡大

や平均寿命の低下などにつながってしまう可能性もある．

そうなれば，診療ナビゲーションシステムの導入によっ

て，想定していなかった医療・健康水準の低下，ひいて

は生活水準の低下という社会的結果を招いてしまうこと

になる． 
以上の考察から，診療ナビゲーションシステムの導入

にあたっては，まず患者間に教育の例で見られたような

潜在的格差が存在しているかどうかを確認しておく必要

があるといえる．次に，格差が存在しているならば，そ

れが最終的な「結果」（患者の健康状態）の格差や国民の

健康・生活水準の低下につながるかどうかを経験的に分

析すべきである．さらに，望ましくない社会的結果を招

くと予測される場合には，どのような予防策をとるべき

か議論しなければならない．可能であれば，同じ領域で

ある医療における類似例や，診療ナビゲーションシステ

ムの社会実験時（または限定実装時）のデータを用いて

分析を行うべきであろう． 
 
2.5. Social Choice 
第四の Social Choice では，対立する根源的価値(基準)

を明らかにし，それらを代表，置換，あるいは統合する

高次の価値を追究する．この高次の価値は，Societal 
Vindication における「望ましい」社会秩序・状況や，

Situational Validationの「あるべき」診療ナビゲーション
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システム，Technical Verificationにおいて挙げられた診療

ナビゲーションシステムの目的と矛盾なく連関するもの

でなければならない． 
前節において，日本の社会においては「結果の平等」

に対する誤解が存在すると述べた．すなわち，誤解され

た「結果の平等」と本来の意味での「結果の平等」とが

存在することになる．苅谷は誤解された「結果の平等」(日
本版「結果の平等」)の意味とは，形式的な処遇の平等で

あると述べている19)．たとえば，画一的な教育は形式的

な処遇の平等の一例だが，最終的に現れる教育格差や収

入格差，社会的地位の違いなどの事実としての「結果」

については問わないのである．逆にアメリカで発生した

本来の「結果の平等」とは，フェアな競争を可能にする

条件であり，機会利用能力の平等とグループ間の平等に

よって形成されるものであった．どちらの場合も最終的

な結果として何らかの不平等が生じることについては問

題としない．しかし，苅谷が教育問題において実証した

ように，形式的な処遇の平等によって生じる格差は，既

存の社会的格差をそのまま反映したものであり，「フェア

な」競争による結果であるとはいえない．これが形式的

な処遇の平等が誤解であるとされる理由である．本来の

「結果の平等」とは，与えられた機会を利用する能力が

十分でないグループに対して必要な教育・補償などを行

い，その上で平等に機会を与えることでフェアな競争を

実現することなのである． 
現在，平等という概念を軸として両極端にあると一般

的に考えられている価値観は，前述の形式的な処遇の平

等と，既存の社会的格差をも含めて格差を容認する競争

原理主義であろう．前者を採用すれば，診療ナビゲーシ

ョンシステムがなすべき機能はすべての患者に同じだけ

の情報を与えることだけであり，実質的に患者間に生じ

うる格差（回復度・健康度など）は問わない．この場合，

前節で検証したように，そもそも与えられた機会を利用

する能力に不平等が存在している限り，望ましい社会的

帰結は得られない．逆に後者を採用すれば，診療ナビゲ

ーションシステムはただ存在するだけでよく，希望する

者・理解できる者だけが医師とコミュニケーションをと

って診療ナビゲーションシステムから情報を得るように

なり，持てるものと持たざるものとの格差が拡大するの

は自明である．またこの場合，医療機関側の観点に立て

ば，診療ナビゲーションシステムの利用は各医師・医療

機関の裁量に任されることになる．これではそもそも

EBM やインフォームド・コンセントといった Situational 
Validation において要求される規範が確実に保証される

とはいえなくなってしまう．このように，両者とも第一

から第三の評価フェーズにおける評価基準には適合しな

い「望ましくない」結果となってしまう．もちろんすべ

ての人が同じ「結果」（健康状態・経済状態など）を得な

ければならないとする価値観をもつ人々も存在している

だろうが，現実的には実現がほぼ不可能であることから，

これについても「望ましい」とはいえない． 
そこで，これらの対立する価値を置換（あるいは統合）

する価値として可能性があるのが本来の意味での「結果

の平等」である．つまり，補償的対策によって機会を活

用する能力を平等に与え，さらにマイノリティ，社会的

弱者等のグループとその他のグループとで扱いに差をつ

けないようにすることによって，公正な競争を可能にす

る．この価値観を標榜することによって，既存の社会的

格差が，機会利用能力の格差に，そして実質的な「結果」

の格差となって現れるというような「望ましくない」結

末を回避する可能性は十分考慮する余地がある．  
以上のように，診療ナビゲーションシステムの目的や

「望ましい」社会のあり方を 4段階にわたって考察した

結果，本来的な意味での「結果の平等」を根源的な価値

基準とした制度設計が，社会全体および対象問題のある

コンテクスト（医療安全・安心）に適合する可能性が高

いのではないかという結論を得た．今後はさらに対立す

る価値基準がないか，正しく「望ましい」社会の構築に

つながるか，などについて政治哲学的・観念的論議を通

じて考察を深めていく必要がある．また，このような議

論には絶対的な正解は存在し得ず，対立する価値を持つ

人々が論議を通じて相互理解・妥協をして，「望ましい社

会」についての共通認識（少なくとも部分的理解や最大

公約数的合意）を形成していくことに意義がある．それ

ゆえ，「社会のあり方」やその根底にある価値について，

継続的に論議していくことが望ましい． 
 
 
3. 結論 
 
本研究では，Fischerの多元的政策評価のフレームワー

クが社会技術に対して適用可能かどうか，医療における

社会技術である診療ナビゲーションシステムを例にとっ

て検証してみた． 
診療ナビゲーションシステムに対して多元的評価を試

行した結果，診療ナビゲーションシステムは，医療安全・

安心という特定コンテクストにおいては比較的よい評価

を得られそうだが，社会秩序・情勢との関連などを考慮

すると大きな問題があるということがわかった．もし（本

来の意味での）「結果の平等」に基づいて公正な競争社会

を望ましい形とするならば，診療ナビゲーションシステ

ムによって平等に機会と情報を与える前に，それらを利

用する能力の平等化を図る必要がある．たとえ，条件に

関わらずあらゆる格差を容認する価値観に立つとしても，

実際にどれほどの格差が生じるのかを推測・確認して，

本当に容認できるのかどうかを十分に吟味すべきであろ
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う．そして，機会利用能力の平等化のためには，診療ナ

ビゲーションシステムや，その他単独の政策だけではな

く，補償的医療教育などの政策を組み合わせて実施する

必要があると考えるii)．このように，Fischerの多元的政策

評価のフレームワークを用いることで，医療分野という

特定コンテクストにおける分析とは別に，社会全体とい

う別の視点からの分析が可能となり，たとえ医療におけ

る問題を解決できても社会全体でみれば望ましくない帰

結を招いてしまう可能性を考慮できるようになることは

重要なメリットであると考えられる． 
しかし，Fischerの評価フレームワークにはいくつかの

問題が存在することも明らかになった．第一に，Societal 
Vindication における社会全体への影響を測る指標をどの

ようにして決め，どうやって測定するかという問題があ

る．ある社会経済的指標（たとえば国民の平均所得や平

均余命）の変化と，社会技術の導入との間の因果関係を

証明することは困難であると考えられる．また，診療ナ

ビゲーションシステムの例でいえば，国民の健康状態や

患者の教育・知識レベル，回復しようとする意欲や情報

を理解しようとする意欲などの指標は測定自体が難しい．

さらに，国民の健康状態や教育といった漠然とした情報

の測定を多くの指標を組み合わせることで行う場合，ど

の指標を採用し，どれが社会技術と因果関係を持ってい

るかを分析・決定するのは大きなコストを必要とするで

あろう． 
第二に，Social Choiceにおいて「望ましい」社会のあり

方やその根源的価値を選択する方法にも改善の余地があ

る．そもそも何が「望ましい」かを決めるにあたり，研

究者の思索・発想や議論に頼るだけでは，誰もが納得で

きる結論を得ることは難しい．さらに，対立する価値を

置換・統合できる別の価値が常に存在するとは限らない．

この問題に対処するには，たとえばFischerが提案するよ

うに9)，市民が政策分析・議論に参加し，専門家・有識者

をも含めた民主的な議論を通じて共通認識を醸成する方

策を立てる必要がある．これは，単に何らかの合意を得

るためだけでなく，合意に至らない場合に最低限対立す

る立場や価値について理解を深めるためにも重要なプロ

セスであると考えられる． 
また今後の課題として，他の社会技術にこの多元的評

価フレームワークを適用する際に起こりうる問題点がい

くつかある．第一に，診療ナビゲーションシステム以外

の他の社会技術，たとえば地震防災のための社会技術な

どでは多くの政策・制度・法律的対策が考えられている

が21)，このような場合にTechnical Verificationをどのように

行うのか，どの程度の正確性で実行可能かという問題が

ある．特に政策・制度等の形成時にかかるコストは金銭

単位で測定できないものが多く，また発生するアウトカ

ムは広範囲にわたって観察が難しい．Technical 

Verificationにおける経験的評価の手法については，具体

的に規定していく必要があるだろう． 
第二に，他の社会技術においても診療ナビゲーション

システムと同様に，機会利用能力の不平等による問題が

発生する可能性がある．食品安全や地震防災において，

たとえ誰でもが安全性（あるいはリスク）に関する情報

を獲得し，また安全性向上のための対策を講じることが

できたとしても，実際に行動に出る意欲や理解能力の格

差によって，社会全体としては不平等が広がってしまう

ことにもなりかねない．特に直接的に生命に関わる医療

と異なり，短期的には影響が認識しづらい食品や，リス

クが長期にわたるため直感的に理解しづらい地震（天災）

では，教育と同様に所得や社会階層，家庭状況がより深

刻な影響を及ぼすと考えられる．医療の場合と同様，何

らかの制度的・補償教育的対策を考案し，組み合わせる

必要がある． 
第三に，制度的な対策は時に個人の自由や所有権とい

った権利と齟齬を来すことがある．たとえば，地震防災

において居住者の安全と周辺地域への火災延焼リスク減

少などのために，家屋の耐震補強を義務化するとなれば，

個人の権利の侵害であると主張する人は少なくないであ

ろう．このように，社会技術が標榜する「安全・安心な

社会」という価値観が，常に誰からも望まれるものであ

るとは限らない．今後，様々な領域の社会技術を評価し

ていく上で，「安全・安心な社会」が真に望まれているか，

そして対立する価値観が存在する場合にどのようにして

両立，または別の価値によって統合・置換するか，とい

ったことを考慮することは重要であり，不可避でもある

と考える． 
最後に，本稿にて評価を試行した診療ナビゲーション

システムを含めて，今後実装あるいは社会実験が進むと

考えられる社会技術については十分なデータが集まり次

第，より詳細な評価を全4フェーズにおいて再実行しな

ければならない．特に本研究においては他事例からの類

推に基づく考察に終わったTechnical Verification，Societal 
Vindication での再評価，Situational Validation におけるイ

ンタビュー調査などでの補足評価は，妥当かつ説得力の

ある評価結果を得る上で必要不可欠である． 
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Since Shakai-Gijutsu is related with various norms and values and its influence reaches far and wide, it must be 
evaluated by a multidimensional and multimethodological framework which is used for policy evaluation. I employ 
Fischer's framework of policy evaluation to evaluate the case of the Medical Diagnosis Navigation System. The 
framework consists of first-order of evaluation that deals with the concrete situational context and second-order of 
evaluation which considers the societal system as a whole, and in each of these, both empirical and normative 
evaluations are carried out. As a result, I find Fischer’s framework useful since we can identify the case with this 
framework that Shakai-Gijutsu does not lead to a desirable social order at the social level even if it can be considered 
successful at the contextual level. 
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